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障害者総合支援法等のサービス利用について 

障害者総合支援法（※）の福祉サービスは、個々の障がいのある人々の障がい程度や勘案すべき事項（社会活動や

介護者、居住等の状況）をふまえ、個別に支給決定が行われる「障害福祉サービス」と、市町村の創意工夫により、

利用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。 
「障害福祉サービス」は、介護の支援を受ける場合は「介護給付」、訓練等の支援を受ける場合は「訓練等給付」に

位置付けられ、それぞれ、利用の際の手続きが異なります。 
　また、障がいのある児童の通所サービスは、平成２４年４月の児童福祉法等の改正により、「障害児通所支援」とし

てサービス体系が再編されました。 
※「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」 

１．障害福祉サービス 

(1)サービスの種類 

介護給付 

 
訓練等給付 

 サービス名 サービス内容

 居宅介護 
（ホームヘルプ）

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等及び調理、洗濯及び掃除等の家事及び通院等の介助

を行います。

 重度訪問介護 重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人、重度の知的障がい者・精神障がい者に、

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行います。

 同行援護 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に、移動に必要な情報の提供（代筆・代

読を含む）、移動の援護等の外出支援を行います。

 行動援護 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、

外出支援を行います。

 重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。

 短期入所 
（ショートステイ）

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設等で、入浴、排せつ、食

事の介護等を行います。

 療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び

日常生活の世話を行います。

 生活介護 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的

活動または生産活動の機会を提供します。

 施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

 サービス名 サービス内容

 自立訓練 
（機能訓練・生活訓練）

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体機能または生活能力の向

上のために必要な訓練を行います。

 就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のため

に必要な訓練を行います。

 就労継続支援 
（Ａ型、Ｂ型）

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練を行います。

 共同生活援助 
（グループホーム）

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。

 自立生活援助 施設入所支援や共同生活援助等を利用した後、単身等で自立した日常生活を営む上での問

題に対する支援が見込めない人に、訪問や相談対応により日常生活を営むための環境整備

に必要な援助を行います。

 就労定着支援 一定期間、生活介護・自立訓練・就労移行支援及び就労継続支援を利用した後、一般企業

に雇用された人に、雇用に伴う日常生活または社会生活の問題に関する支援を行います。
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(2)障害福祉サービス利用の手続き 

 
 
 
 
 
 
 
 
① サービス利用の相談については、障害福祉課または計画相談支援事業所（Ｐ７８参照）で行ってください。 
② 障がい者の心身の状況を判定するため、８０項目の調査を行います。介護給付サービスの利用を希望する場合は、医師意

見書も必要となります。 
③ 審査会で障害支援区分の認定を行います。希望するサービスが訓練等給付のみの場合は、審査会での認定は不要です。 
④ 利用するサービスの種類や量について、計画案を作成します。このサービス等利用計画案作成は、計画相談支援事業所が 
行います。 

⑤ サービス等利用計画案を参考にサービスの支給決定を行い、障害福祉課から障害福祉サービス受給者証を送付します。 
⑥　受給者証をもって、利用するサービス事業者と契約を行い、サービスの利用を開始します。またその際には、事業者から

契約内容を受給者証に記載してもらう必要があります。 
※①から⑤まで、およそ２ヶ月かかります。 
 
(3)障害福祉サービスの利用者負担額について 

 

◇月ごとの利用者負担額について◇ 

 

障害福祉サービスは原則として１割の定率負担となりますが、所得に応じて次の４区分の負担上限月額が設定され、

ひと月に利用したサービス量に関わらず、それ以上の負担は生じません。 

※入所施設利用者（２０歳以上）、グループホーム利用者は、課税世帯の場合「一般２」の区分になります。 
 
所得を判断する際の世帯の範囲は、次のとおりです。 

 

※同月内に他のサービス（障害児通所支援、地域生活支援事業、補装具費支給制度）を利用し、月額負担上限額を超過した場合は、

障害福祉課またはこども支援課に領収書等を添えて申請していただくと、上限超過額の返金を受けられる場合があります。 

 区分 世帯の収入状況 負担上限月額

 生活保護 生活保護受給世帯 ０円

 低所得 市町村民税非課税世帯 ０円

 一般１ サービス利用者が障がい児（１８歳未満）の場合 
市町村民税課税世帯（市民税所得割２８万円未満）

４，６００円

 サービス利用者が障がい者（１８歳以上）の場合 
市町村民税課税世帯（市民税所得割１６万円未満） 
※入所施設利用者（２０歳以上）、グループホーム利用者を除きます。

９，３００円

 一般２ 上記以外 ３７，２００円

 種別 世帯の範囲

 １８歳以上の障がい者 
（施設に入所する１８、１９歳を除く）

障がいのある人とその配偶者

 障がい児（１８歳未満。ただし、施設に入

所する１８、１９歳を含む。）

保護者の属する住民基本台帳での世帯
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◇療養介護を利用する場合（医療型個別減免）◇ 

　療養介護を利用する人は、医療費と食費の減免を受けることができます。 
　２０歳以上の入所者で低所得者（市町村民税非課税世帯）の人は、少なくとも２５，０００円が手元に残るように、

利用者負担が減免されます。 
 
 
 

 
 
 
 
 
◇入所施設を利用する場合（補足給付）◇ 

　入所施設の食費･光熱水費の実費負担については、５８，０００円を限度として施設ごとに額が設定されることとな

りますが、２０歳以上の入所者で低所得者（市町村民税非課税世帯）の人については、費用の基準額を５８，０００

円として設定し、食費・光熱水費の実費負担をしても、少なくとも手元に２５，０００円が残るように補足給付が行

われます。 
 
 

 
 
 
 

◇グループホームを利用する場合（補足給付）◇ 

　グループホームの利用者（生活保護または低所得の世帯）が負担する家賃を対象として、利用者１人あたり月額１

万円を上限に補足給付が行われます。 
 

 
 
 
 
 
 

 認定収入額（８２，５０８円）

 手元に残る額 負担額 減免額

 その他生活費（※１） 
（２８，０００円）

福祉部分負担相当額（※２） 
（２２，９００円）

食事療養費負担額 
（１４，８８０円）

医療費部分利用者負担額 
（２４，６００円）

 手元に残る額 実費負担

 自己負担額（※２） 
７，９２０円

その他生活費（※１） 
２８，０００円

食費、光熱水費 
４６，５８７円

補足給付 
１１，４１３円

 障害基礎年金収入（８２，５０８円）＋補足給付（１１，４１３円）

 家賃額 補足給付額

 １万円未満 実費

 １万円以上 １万円

２０歳以上の施設入所者等の医療型個別減免 

 

 

 

 

 

 

※１　その他生活費 

　　　①　②に該当しない人…２５，０００円 

　　　②　障害基礎年金１級受給者、６０～６４歳の方、６５歳以上で療養介護を利用する人…２８，０００円 

※２　計算上は、事業費（福祉）の１割とする。

２０歳以上の施設入所者等の補足給付 

 

 

 

 

 

 

※１　障害基礎年金１級の者はその他生活費（２５，０００円）に３，０００円加算して計算 

※２　（８２，５０８円－６６，６６７円（定額））×５０％

【例】療養介護利用者（平均事業費：福祉２２．９万円、医療４１．４万円）、障害基礎年金１級受給者（年金月額８２，５０８円）の場合

【例】入所施設利用者（障害基礎年金１級受給者（年金月額８２，５０８円、事業費３５０，０００円の場合））
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２．地域生活支援事業 

 
(1)サービスの種類 

 
(2)地域生活支援事業サービスの利用について 

 

移動支援、日中一時支援、訪問入浴の利用については、市役所障害福祉課または計画相談支援事業所（Ｐ７８参照）

にご相談ください（１８歳未満の障がい児についてはこども支援課にご相談ください）。 
地域活動支援センターの利用については、利用を希望する事業所にご相談ください。 
その他のサービスについては、各参照ページをご覧ください。 

 
(3)地域生活支援事業の利用者負担額について 

 

　利用者負担が生じないサービスもありますが、原則として１割の定率負担です。移動支援、日中一時支援、

訪問入浴については、障害福祉サービスと同様の月額負担上限額が設定されます。 

 
所得を判断する際の世帯の範囲は、次のとおりです。 

※同月内に他のサービス（障害福祉サービス、障害児通所支援、補装具費支給制度）を利用し、月額負担上限額を超過した場合は、

障害福祉課またはこども支援課に領収書等を添えて申請していただくと、上限超過額の返金を受けられる場合があります。 

 

 

 サービス名 サービス内容

 意思疎通支援 聴覚や視覚などの障がいのために意思の疎通を図ることに支障がある人を対象に、手話通訳

者または要約筆記者の派遣（Ｐ１７参照）や、市役所（障害福祉課）に手話通訳者の配置を

しています。

 日常生活用具の給付 障がいのある人の日常生活の手助けをする用具等の給付を行います（Ｐ１６参照）。

 移動支援 
（ガイドヘルプ）

屋外での移動に著しい制限のある全身性障がい者（児）、知的障がい者（児）、または一人で

の外出が困難である精神障がい者（児）の人などを対象に、外出のための支援を行います。

 地域活動支援センター 在宅の障がい者を対象とし、創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等の

便宜を提供することにより、障がい者の地域生活の支援を行います。

 日中一時支援 障がい者等を日常的に介護している家族の一時的な休息や、障がい者等の家族の就労支援の

ために、障がい者等の日中における活動の場を提供します。

 訪問入浴 自宅で入浴が困難な重度の身体障がい者（児）を対象に、訪問により入浴サービスを提供し

ます。

 区分 世帯の収入状況 負担上限月額

 生活保護 生活保護受給世帯 ０円

 低所得 市町村民税非課税世帯 ０円

 一般１ サービス利用者が障がい児（１８歳未満）の場合 
市町村民税課税世帯（市民税所得割２８万円未満）

４，６００円

 サービス利用者が障がい者（１８歳以上）の場合 
市町村民税課税世帯（市民税所得割１６万円未満）

９，３００円

 一般２ 上記以外 ３７，２００円

 種別 世帯の範囲

 １８歳以上の障がい者 
（施設に入所する１８、１９歳を除く）

障がいのある人とその配偶者

 障がい児（１８歳未満。ただし、施設に入

所する１８、１９歳を含む。）

保護者の属する住民基本台帳での世帯
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３．障がい児に対する支援 

 
(1)サービスの種類 

 
(2)障害児通所支援の利用について 

 
　障害児通所支援の利用については市役所こども支援課または計画相談支援事業所（Ｐ７８参照）にご相談ください。 
 
(3)障害児通所支援の利用者負担額について 

 

◇月ごとの利用者負担額について◇ 

 

障害児通所支援は原則として１割の定率負担となりますが、所得に応じて次の４区分の負担上限月額が設定され、

ひと月に利用したサービス量に関わらず、それ以上の負担は生じません。 

※３歳を迎えた翌年の４月から就学前（３年間）が幼児教育無償化の対象となります。 
 
所得を判断する際の世帯の範囲は、次のとおりです。 

※同月内に他のサービス（障害福祉サービス、地域生活支援事業、補装具費支給制度）を利用し、月額負担上限額を超過した場合

は、こども支援課に領収書等を添えて申請していただくと、上限超過額の返金を受けられる場合があります。 

 

 

 

 

 

 サービス名 サービス内容

 

障
害
児
通
所
支
援

児童発達支援 未就学児に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練などを行います。

 医療型児童発
達支援

肢体不自由がある未就学児に、日常生活における基本的な動作の指導、理学療法等の機能訓
練を行います。

 居宅訪問型児
童発達支援

人工呼吸器装着その他日常的に医療を要する状態にある児童、重い疾病のため感染症にかか
るおそれがあり外出が困難な児童等に対し、満１８歳に達するまで居宅を訪問して日常生活
における基本的な動作の指導、生活能力向上のために必要な訓練等を行います。

 放課後等デイ
サービス

就学児童（幼稚園、大学を除く）に、生活能力の向上のために必要な訓練などを行います。

 保育所等訪問
支援

専門職員が障がいのある児童が通う保育所、幼稚園、小学校などを訪問し、集団での生活に
必要な訓練や、スタッフへの助言などを行います。

 
障
害
児
入
所
支
援

医療型障害児
入所施設

障がいのある児童を入所させて、保護、日常生活の指導及び知識や技能の付与並びに治療を
行います。

 
福祉型障害児
入所施設

障がいのある児童を入所させて、保護、日常生活の指導及び知識や技能の付与を行います。

 区分 世帯の収入状況 負担上限月額

 生活保護 生活保護受給世帯 ０円

 低所得 市町村民税非課税世帯 ０円

 一般１ 市町村民税課税世帯（市民税所得割２８万円未満） ４，６００円

 一般２ 上記以外 ３７，２００円

 種別 世帯の範囲

 障がい児（１８歳未満。ただし、施設に入

所する１８、１９歳を含む。）

保護者の属する住民基本台帳での世帯
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◇医療型障害児入所施設を利用する場合（医療型個別減免）◇ 

　医療型障害児入所施設を利用する人は、医療費と食費の減免を受けることができます。 
　地域で子供を養育する世帯と同程度の負担となるよう、負担限度額を設定し、限度額を上回る額について、減免を

行います。 
 
 
 

 
 
 
 
◇福祉型障害児入所施設を利用する場合（補足給付）◇ 

　地域で子供を養育する費用と同様の負担となるように補足給付が行われます。 
 
 
 

 
 
 
 
４．相談支援 
 
(1)サービスの種類 

 

 

(2)相談支援の利用者負担額について 

利用者負担はありません。 

 地域で子供を育てるのに必要な費用（※１） 
（５０，０００円）

  負担額 減免額

 その他生活費（※２） 
（３４，０００円）

福祉部分負担相当額（※３） 
（２２，９００円）

医療部分利用者負担額 
（４０，２００円）

医療費部分利用者負担額 
（２４，１８０円）

 地域で子供を育てるのに必要な費用（※１） 
（５０，０００円）

  負担額 補足給付額

 その他生活費（※２） 
（３４，０００円）

福祉部分負担相当額（※３） 
（１８，６００円）

食費等 
（５８，０００円）

 サービス名 サービス内容

 地域移行支援 障害者支援施設、精神科病院、児童福祉施設を利用する１８歳以上の人等を対象として、地

域移行支援計画の作成、相談による不安解消、外出の同行支援、住居確保、関係機関との調

整等を行います。

 地域定着支援 居宅において単身で生活している障がい者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時には

必要な支援を行います。

 計画相談支援 障害福祉サービスの利用を希望する障がい者等から聞き取りを行い、障がい者等の心身の状

況、その置かれている環境、サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し、サービス

等利用計画を作成します。

 障害児相談支援 障害児通所支援の利用を希望する障がい児及びその保護者から聞き取りを行い、障がい児の

心身の状況、その置かれている環境、サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し、

障害児支援利用計画を作成します。

２０歳未満の施設入所者等の医療型個別減免 

 

 

 

 

 

 

※１　低所得世帯、一般１は５万円、一般２は７．９万円 

※２　１８歳以上は２５，０００円、１８歳未満は３４，０００円 

※３　計算上は、事業費（福祉）の１割とし、１５，０００円を超える場合は１５，０００円として計算する。

２０歳未満の施設入所者等の補足給付 

 

 

 

 

 

 

※１　低所得世帯、一般１は５万円、一般２は７．９万円 

※２　１８歳以上は２５，０００円、１８歳未満は３４，０００円 

※３　計算上は、事業費（福祉）の１割とし、１５，０００円を超える場合は１５，０００円として計算する。

【例】医療型障害児入所施設利用者（平均事業費：福祉２２．９万円、医療４１．４万円）一般１の場合

【例】福祉型障害児入所施設利用者（平均事業費：１８．６万円）一般１の場合
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５．自立支援医療 

 
(1)概要 

　更生医療（Ｐ８参照）、育成医療（Ｐ９参照）、精神通院医療（Ｐ１０参照）の対象となる人について、その医療費

の負担を軽減するものです。 
　対象となる医療については、上記の該当ページを参考にしてください。 
 
(2)給付水準 

　世帯の所得水準等に応じてひと月あたりの負担に下記のとおり上限額を設定（ひと月の負担が上限額に満たない場

合は１割負担となります。）。 
　また、入院時の食事療養費または生活療養費（いずれも標準負担額相当）については原則自己負担です。精神通院

医療については、入院医療は対象外です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※1　高額治療継続者「重度かつ継続」の範囲については以下のとおりです。 
①疾病、症状等から対象となる人。 
【例】更生医療・育成医療　腎臓機能、小腸機能、免疫機能、心臓機能障害（心臓移植後の抗免疫療法に限る。） 

肝臓機能障害（肝臓移植後の抗免疫療法に限る。） 
精神通院医療　統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害もしくは薬物関連障害

（依存症等）の人または集中・継続的な医療を要する人として精神医療に一定以上の経験を有する医師が

判断した人。 
②疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することから対象となる人。医療保険の多数該当の人。 
※2　育成医療の経過措置は、高額治療継続者（「重度かつ継続」の所得区分に該当する人）に対する経過措置に

加えて、「中間所得層」に該当する人に対する経過措置を講じています。 
 
 
 

生活保護 

 

負担０円

低所得１ 

負担上限額 

２，５００円

低所得２ 

負担上限額 

５，０００円

中間１ 

負担上限額 

５，０００円

中間２ 

負担上限額 

１０，０００円

一定所得以上 

負担上限額 

２０，０００円 

経過措置※2

負担上限額：医療保険の自己負担限度額
一定所得以上 

自立支援医療 

給付対象外

中間所得

負担上限額 

５，０００円

負担上限額 

１０，０００円

育成医療の経過措置※2

一定所得以下 中間所得層 一定所得以上

市 民 税 非 課 税 世 帯 
本 人 収 入 ≦ 8 0 万 円

市 民 税 非 課 税 世 帯 
本 人 収 入 ＞ 8 0 万 円

市民税所得割 
所得割額＜3.3 万円

市民税所得割 
3.3 万円≦所得割額＜23.5 万円

市民税所得割 
所得割額≧23.5 万円

高額治療継続者「重度かつ継続」※1

生活保護世帯
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６．補装具費支給制度 
 
(1)概要 

　身体の欠損または損なわれた身体機能を補完・代替する用具について購入、修理をする費用を給付するもので

す。各用具に応じた基準額の範囲内において１割の定率負担となります。基準額を超える費用については全額自

己負担となります。 
　購入、修理前に申請を行う制度ですので、ご注意ください（Ｐ１５参照）。 
 
(2)補装具制度の仕組み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)補装具の利用者負担額 

 
補装具は原則として１割の定率負担となります。 

 
所得を判断する際の世帯の範囲は、次のとおりです。 

※同月内に他のサービス（障害福祉サービス、障害児通所支援、地域生活支援事業）を利用し、月額負担上限額を超過した場合は、

障害福祉課またはこども支援課に領収書等を添えて申請していただくと、上限超過額の返金を受けられる場合があります。 

 

 区分 世帯の収入状況 負担上限月額

 生活保護 生活保護受給世帯 ０円

 低所得 市町村民税非課税世帯 ０円

 一般１ 市町村民税課税世帯（※市民税所得割４６万円以上の世帯は支給対象外） ３７，２００円

 種別 世帯の範囲

 １８歳以上の障がい者 障がいのある人とその配偶者

 １８歳未満の障がい児 保護者の属する住民基本台帳での世帯

利用者 

（申請者）

市町村

身体障害者更生相談所

補装具業者

③　契約

④　補装具の引き渡し

⑤　補装具の購入 
（修理）費支払 
（基準額）

①　補装具費支給申請 
⑥　補装具費支払の請求 

②　補装具費支給決定（種目・金額） 
※申請者が適切な業者の選定に必要と 
なる情報の提供 
⑦　補装具費の支給 

①－１　意見照会 
　　　　判定依頼 

①－２　意見書の交付 
　　　　判定書の交付 

③－１　製作指導 
③－２　適合判定

別途、市町村で設ける代理受領方式

による補装具費の請求・支払い


